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学びをあきらめさせない
ために

〈視 点〉

　
文
部
科
学
省
の
調
査
に
よ
る
と
、
２
０
２
３
年
度
の
不
登
校
の
児
童
生
徒
が
全

国
で
34
万
人
（
小
学
校
13
万
人
、
中
学
校
21
万
人
）
に
な
っ
た
そ
う
で
す
。
不
登

校
の
状
況
に
つ
い
て
は
、「
学
校
生
活
に
対
し
て
や
る
気
が
で
な
い
」
32・２
％
、

「
不
安
・
抑
う
つ
」
23・１
％
、「
生
活
習
慣
の
乱
れ
」
23
％
と
な
っ
て
お
り
、
児

童
生
徒
が
学
校
生
活
を
楽
し
め
て
い
な
い
、
や
り
が
い
を
感
じ
て
い
な
い
実
態
が

う
か
が
え
ま
す
。
な
ぜ
多
く
の
こ
ど
も
た
ち
に
と
っ
て
学
校
は
魅
力
の
な
い
も
の

に
な
っ
て
し
ま
っ
た
の
で
し
ょ
う
か
。

　
学
校
に
は
多
様
な
個
性
や
環
境
を
背
景
に
も
つ
こ
ど
も
た
ち
が
在
籍
し
て
い
ま

す
。
そ
の
た
め
学
校
に
は
「
き
め
細
か
な
支
援
」
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
し
か

し
長
時
間
労
働
が
社
会
問
題
に
も
な
っ
て
い
る
よ
う
に
、
先
生
た
ち
が
一
人
ひ
と

り
の
こ
ど
も
に
「
き
め
細
か
な
支
援
」
を
す
る
余
裕
が
な
い
の
が
現
状
で
す
。
今

の
学
校
が
こ
ど
も
た
ち
に
と
っ
て
「
自
由
に
意
見
が
言
え
」「
し
っ
か
り
意
見
を

聞
い
て
も
ら
い
」「
や
り
た
い
こ
と
を
任
せ
て
も
ら
え
る
」
場
に
な
っ
て
い
る
と

は
言
い
難
い
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
学
校
が
再
び
こ
ど
も
た
ち
に
と
っ
て
魅

力
の
あ
る
も
の
と
な
る
よ
う
、
先
生
た
ち
が
余
裕
を
も
っ
て
こ
ど
も
た
ち
に
関
わ

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
な
働
き
方
改
革
の
推
進
が
急
務
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
一
方
で
「
こ
ど
も
は
学
校
へ
行
っ
て
学
ぶ
の
が
当
然
だ
」「
み
ん
な
と
一
緒
に

教
室
で
学
ぶ
べ
き
だ
」
と
い
う
社
会
認
識
に
変
化
が
見
ら
れ
「
自
分
が
学
び
や
す

い
場
所
で
学
ぶ
」「
苦
し
い
と
き
は
休
ん
で
も
よ
い
」
と
い
う
考
え
も
認
め
ら
れ

る
よ
う
に
な
っ
て
き
ま
し
た
。
実
際
に
校
内
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
な
ど
教
室
以
外

の
場
所
や
フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル
な
ど
学
校
教
育
以
外
の
場
所
で
学
ぶ
こ
ど
も
が
増
え

て
き
て
い
ま
す
。

　
今
後
も
不
登
校
と
言
わ
れ
る
こ
ど
も
た
ち
が
増
え
て
い
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま

す
。
こ
れ
ら
の
こ
ど
も
た
ち
が
学
び
を
あ
き
ら
め
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
、
社
会

全
体
で
サ
ポ
ー
ト
で
き
る
環
境
整
備
が
必
要
で
す
。

公
益
社
団
法
人
富
山
県
地
方
自
治
研
究
セ
ン
タ
ー
理
事

富
山
県
教
職
員
組
合
書
記
長
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　 

門
廻
　
宏
昭
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２
０
２
５
年
度

政
府
予
算
と
地
方
財
政

計
画
に
つ
い
て

公
益
財
団
法
人

地
方
自
治
総
合
研
究
所

飛
田　

博
史
さ
ん

は
じ
め
に

　

２
０
２
４
年
12
月
27
日
に
２
０

２
５
年
度
政
府
予
算
案
が
閣
議
決

定
さ
れ
、
同
日
に
公
表
さ
れ
た

２
０
２
５
年
度
地
方
財
政
対
策
（
以

下
「
地
財
対
策
」
と
呼
ぶ
）
を
経
て
、

２
０
２
５
年
２
月
４
日
に
地
方
財

政
計
画
（
以
下
「
地
財
計
画
」
と

呼
ぶ
）
が
閣
議
決
定
さ
れ
た
。
２
０

２
４
年
10
月
の
衆
議
院
解
散
総
選

挙
を
経
て
誕
生
し
た
第
二
次
石
破

内
閣
の
も
と
で
掲
げ
ら
れ
た
「
地

方
創
生
２・
０
」、
秋
の
人
事
委
員

会
勧
告
を
踏
ま
え
た
地
方
公
務
員

給
与
改
定
、
物
価
高
騰
対
策
な
ど

が
政
府
予
算
や
地
方
財
政
計
画
に

方
創
生
２・
０
の
展
開
と
し
て
１
・

８
兆
円
を
盛
り
込
み
、
こ
の
う
ち

「
新
し
い
地
方
経
済
・
生
活
環
境
創

生
交
付
金
」
と
し
て
１
、０
０
０
億

円
を
計
上
し
た
。
ま
た
、
物
価
高

騰
対
策
と
し
て
引
き
続
き
「
重
点

支
援
交
付
金
」
約
１・１
兆
円
、
外

交
・
安
全
保
障
環
境
へ
の
変
化
へ
の

対
応
と
し
て
、
防
衛
費
関
連
で
前

年
度
を
上
回
る
約
０・
８
兆
円
な

ど
、
地
方
創
生
関
連
以
外
は
岸
田

内
閣
の
事
業
メ
ニ
ュ
ー
を
踏
襲
す
る

も
の
が
多
い
。
一
方
歳
入
で
は
、
税

収
の
上
振
れ
分
、
税
外
収
入
お
よ

び
前
年
度
剰
余
金
等
な
ど
で
約
７
・

２
兆
円
を
確
保
し
た
も
の
の
、
残

り
約
６・７
兆
円
を
公
債
金
で
確
保

ど
の
よ
う
に
反
映
さ
れ
た
の
か
。
石

破
内
閣
発
足
後
の
争
点
と
な
っ
た

１
０
３
万
円
の
壁
の
引
き
上
げ
が

も
た
ら
す
地
方
財
政
の
影
響
が
ど

う
な
る
の
か
と
い
っ
た
と
こ
ろ
が
新

年
度
の
注
目
点
で
あ
る
。

1　

政
府
予
算
の
動
向

⑴�　

２
０
２
４
年
度
補
正
予
算
―

4
年
連
続
で
交
付
税
追
加
交
付
、

経
済
対
策
・
給
与
改
定
の
財
源

確
保

　

２
０
２
４
年
12
月
17
日
に
総
額

13
・
９
兆
円
の
２
０
２
４
年
度
補

正
予
算
が
成
立
し
た
。
石
破
内
閣

が
11
月
17
日
に
閣
議
決
定
し
た
経

済
対
策
に
も
と
づ
き
、
早
速
、
地

し
て
お
り
、
相
変
わ
ら
ず
借
金
依

存
の
予
算
構
造
が
続
い
て
い
る
。

　

そ
う
し
た
な
か
で
地
方
交
付
税

（
以
下
「
交
付
税
」
と
呼
ぶ
）
に
つ

い
て
は
２
０
２
３
年
度
国
税
決
算
の

上
振
れ
分
お
よ
び
２
０
２
４
年
度

の
国
税
収
入
の
増
額
補
正
に
よ
り
、

一
般
会
計
に
お
い
て
約
１・８
兆
円

（
経
済
対
策
分
除
く
と
１・０
兆
円
）

が
計
上
さ
れ
、
さ
ら
に
交
付
税
特

別
会
計
（
以
下
「
交
付
税
特
会
」

と
呼
ぶ
）
分
も
含
め
る
と
約
２
・

０
兆
円
の
財
源
が
確
保
さ
れ
た
。

　

こ
の
う
ち
２
０
２
４
年
度
の
活

用
分
は
１
兆
３
、９
２
６
億
円
で
、

臨
時
経
済
対
策
お
よ
び
給
与
改
定

実
施
分
と
し
て
６
、９
４
６
億
円
、

能
登
半
島
地
震
対
策
と
し
て

９
８
０
億
円
、
臨
時
財
政
対
策
債

償
還
基
金
費
（
２
０
２
５
年
度
、

２
０
２
６
年
度
の
臨
時
財
政
対
策

債
の
前
倒
し
償
還
財
源
）
と
し
て

４
、０
０
０
億
円
、
同
年
度
の
地
財

対
策
（
公
庫
債
権
金
利
変
動
準
備

金
活
用
）
の
見
直
し
と
し
て
２
、

０
０
０
億
円
が
充
当
さ
れ
た
。
臨

時
経
済
対
策
及
び
給
与
改
定
実
施

分
、
臨
時
財
政
対
策
債
償
還
基
金

費
の
交
付
税
算
定
は
、
年
度
限
り

の
算
定
項
目
で
あ
る
「
臨
時
経
済

対
策
費
」「
給
与
改
定
費
」「
臨
時

経
済
対
策
債
償
還
基
金
費
」
を
創

設
し
て
行
わ
れ
た
。
給
与
改
定
費

は
初
め
て
創
設
さ
れ
た
項
目
で
年

度
内
の
確
実
な
遡
及
改
定
を
促
す

対
応
と
い
え
る
。

　

残
り
の
６
、８
２
２
億
円
は
後
述

す
る
２
０
２
５
年
度
の
地
財
対
策

の
活
用
分
と
し
て
繰
り
越
さ
れ
た
。

⑵�　

２
０
２
５
年
度
当
初
予
算
案

―
過
去
最
大
を
更
新

　

図
表
１
は
２
０
２
５
年
度
の
一
般

会
計
当
初
予
算
フ
レ
ー
ム
で
あ
る
。

第
二
次
石
破
内
閣
初
の
新
年
度
予

算
案
は
「
Ｒ
６
経
済
対
策
・
補
正

予
算
と
合
わ
せ
て
「
賃
上
げ
と
投

資
が
牽
引
す
る
成
長
型
経
済
」
へ

移
行
す
る
た
め
の
予
算
」
を
掲
げ
、

一
般
会
計
規
模
は
１
１
５
兆
５
、

４
１
５
億
円
と
過
去
最
高
額
を
更

新
し
た
。

　

主
要
経
費
別
に
み
る
と
社
会
保

障
関
係
費
が
38
兆
２
、７
７
８
億
円

（
前
年
度
比
１・５
％ 

以
下
カ
ッ
コ

内
は
伸
び
率
）
と
過
去
最
大
、
社

会
保
障
関
係
費
以
外
も
29
兆
９
、６

７
４
億
円
（
３・１
％
）
と
防
衛
力

整
備
計
画
対
象
経
費
の
大
幅
増
額

に
よ
り
高
い
伸
び
と
な
っ
た
。
地
方

交
付
税
交
付
金
等
（
一
般
会
計
か

ら
の
繰
入
分
）
は
19
兆
７
８
４
億

円
（
７・３
％
）
と
交
付
税
の
法
定

率
分
の
増
収
を
ベ
ー
ス
に
地
財
計

画
の
規
模
拡
大
に
よ
り
大
き
く
伸

ば
し
た
。
国
債
費
は
財
務
省
の
想

定
金
利
の
引
き
上
げ
に
と
も
な
い

過
去
最
高
額
に
達
し
、
一
般
会
計

歳
出
の
約
４
分
の
１
を
占
め
る
に
い

た
っ
て
お
り
、
金
利
上
昇
が
無
視
で

報告／2025年度政府予算と地方財政計画について 報　　告



7 62025.4 自治研とやま 2025.4 自治研とやま

き
な
い
財
政
負
担
と
な
り
つ
つ
あ
る

こ
と
を
表
し
て
い
る
。

　
一
方
、
歳
入
の
う
ち
税
収
見
込
み

は
78
兆
４
、４
０
０
億
円（
12・７
％
）

と
前
年
度
に
実
施
さ
れ
た
定
額
減

税
の
終
了
と
堅
調
な
税
収
増
が
相

ま
っ
て
前
年
度
比
で
大
き
く
伸
び

る
と
と
も
に
金
額
も
過
去
最
高
額

と
な
っ
た
。
主
な
税
目
を
み
る
と
所

得
税
が
23
兆
２
、８
７
０
億
円
（
30・

１
%
）、
法
人
税
が
19
兆
２
、４
５
０

億
円
（
12
・
９
%
）、
消
費
税
が
24

兆
９
、０
８
０
億
円
（
４・６
%
）
と

賃
上
げ
や
物
価
高
な
ど
を
背
景
に

軒
並
み
前
年
度
を
大
き
く
上
回
っ

て
お
り
、
消
費
税
が
税
収
の
筆
頭

と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
注
目
さ
れ

る
。

　

公
債
金
は
28
兆
６
、４
９
０
億
円

と
17
年
ぶ
り
に
30
兆
円
を
下
回
っ

た
が
、
依
然
と
し
て
特
例
公
債
へ
の

依
存
度
が
高
く
、
政
府
が
掲
げ
る

プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
の
黒
字
化

も
微
妙
な
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

図
表
２
は
主
要
経
費
別
の
内
訳

で
あ
る
。
社
会
保
障
関
係
費
は
少

過
去
に
比
べ
て
高
止
ま
り
し
て
お

り
、
財
政
規
律
の
面
か
ら
さ
ら
に

縮
小
す
べ
き
で
あ
る
。

　

な
お
、
政
府
予
算
案
は
維
新
の

求
め
た
高
校
無
償
化
の
所
得
制
限

撤
廃
や
、
い
わ
ゆ
る
１
０
３
万
円
の

壁
の
追
加
引
き
上
げ
に
よ
り
、
70

年
ぶ
り
に
「
国
会
修
正
」
を
経
て
、

３
月
４
日
に
衆
院
を
通
過
し
た
。

こ
の
修
正
予
算
の
追
加
財
源
の
一
部

と
し
て
２
、５
０
０
億
円
が
予
備
費

か
ら
充
て
ら
れ
る
。

2　

�

２
０
２
５
年
度
の
地
財

計
画
の
概
要

⑴�　

規
模
―
収
支
、
一
般
財
源
総

額
と
も
過
去
最
高
を
更
新

　

地
財
計
画
の
収
支
は
97
兆
94
億

円
（
３・６
％
）、
一
般
財
源
総
額
は

67
兆
５
、４
１
４
億
円
（
２・８
％
）、

交
付
団
体
ベ
ー
ス
で
は
63
兆
７
、７

１
４
億
円
（
１・７
％
）
と
、
計
画

規
模
お
よ
び
一
般
財
源
総
額
と
も
４

年
連
続
で
前
年
度
を
上
回
り
過
去

最
高
額
を
更
新
し
、
伸
び
率
で
み

て
も
２
０
０
０
年
以
降
で
最
も
高

子
化
対
策
や
年
金
・
医
療
な
ど
の
一

連
の
増
加
に
よ
る
も
の
で
、
特
に
少

子
化
対
策
で
は
２
０
２
４
年
度
か

ら
５
年
間
に
わ
た
る
こ
ど
も
未
来

戦
略
加
速
化
プ
ラ
ン
の
実
施
に
よ

り
最
も
高
い
伸
び
と
な
っ
た
。
文
教

及
び
科
学
振
興
費
で
は
昨
年
の
人

事
院
勧
告
に
も
と
づ
く
給
与
改
定

や
教
職
調
整
額
の
引
き
上
げ
に
と

も
な
う
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金

の
増
加
、
防
衛
関
係
費
は
総
額

43
兆
円
を
目
指
す
「
防
衛
力
整
備

計
画
」（
２
０
２
３
～
２
０
２
７
年

度
）
に
も
と
づ
く
増
額
に
よ
り
過

去
３
年
間
で
最
も
高
い
伸
び
と
な
っ

た
。
公
共
事
業
関
係
費
は
総
額
、

内
訳
と
も
ほ
ぼ
大
き
な
変
化
は
み

ら
れ
な
い
が
、
詳
細
に
み
る
と
社
会

資
本
整
備
交
付
金
や
防
災
・
安
全

交
付
金
な
ど
が
減
少
傾
向
に
あ
る
。

コ
ロ
ナ
禍
以
降
一
時
的
に
肥
大
化
し

た
予
備
費
は
前
年
度
の
「
原
油
価

格
・
物
価
高
騰
対
策
及
び
賃
上
げ

促
進
環
境
整
備
対
応
予
備
費
」

１
兆
円
が
廃
止
さ
れ
た
こ
と
に
よ

り
１
兆
円
と
な
っ
た
が
、
そ
れ
で
も

い
水
準
と
な
っ
た
。
一
般
財
源
総
額

は
２
０
２
４
年
６
月
21
日
に
閣
議

決
定
さ
れ
た
「
経
済
財
政
運
営
と

改
革
の
基
本
方
針
２
０
２
４
」
に

お
い
て
、
２
０
２
５
年
度
か
ら

２
０
２
７
年
度
に
つ
い
て
２
０
２
４

年
度
の
水
準
を
下
回
ら
な
い
よ
う

に
確
保
す
る
（
い
わ
ゆ
る
「
一
般
財

源
総
額
実
質
同
水
準
ル
ー
ル
」
注
１

）

と
明
記
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
方
針
に

則
っ
た
う
え
で
一
般
財
源
の
増
額
が

図
ら
れ
た
。

　

一
般
財
源
の
う
ち
、
地
方
税
は

45
兆
４
、４
９
３
億
円
（
６・
４
％
）

と
前
年
度
の
個
人
住
民
税
減
税
の

復
元
と
地
方
税
全
般
の
自
然
増
収

が
相
ま
っ
て
高
い
伸
び
と
な
っ
た
。

ま
た
、
地
方
譲
与
税
に
つ
い
て
も

２
兆
９
、６
６
１
億
円
（
８・７
％
）

と
引
き
続
き
特
別
法
人
事
業
譲
与

税
が
堅
調
に
伸
び
て
い
る
。

　

交
付
税
総
額
は
18
兆
９
、５
７

報告／2025年度政府予算と地方財政計画について

注
１���

地
財
計
画
の
一
般
財
源
総
額
の
水
準
を
複

数
年
度
に
わ
た
り
安
定
的
に
確
保
す
る
運
用

ル
ー
ル
で
、
２
０
１
１
年
の
民
主
党
政
権
下

の
「
財
政
運
営
戦
略
」
で
明
記
さ
れ
、
そ
の

後
は「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
」

（
い
わ
ゆ
る
骨
太
方
針
）
に
引
き
継
が
れ
、

ル
ー
ル
が
更
新
さ
れ
て
き
た

図表１　2025年度一般会計予算フレーム� （単位：億円）図表２　主要経費別の内訳� （単位：億円）

事　　項 前年度予算額�
（当初）（Ａ）

令和７年度�
概算額（Ｂ）

比較増△減額�
（Ｂ－Ａ） 伸率（％）

社会保障関係費 377,193�� 382,778�� 5,585�� 1.5��
文教及び科学振興費 54,716�� 55,496�� 780�� 1.4��
うち科学技術振興費 （14,092）� （14,221）� （129）� （0.9）�
国債費 270,090�� 282,179�� 12,089�� 4.5��
恩給関係費 771�� 623�� △�149�� △�19.3��
地方交付税交付金等 177,863�� 190,784�� 12,921�� 7.3��
防衛関係費 79,172�� 86,691�� 7,519�� 9.5��
公共事業関係費 60,828�� 60,858�� 30�� 0.0��
経済協力費 5,041�� 5,050�� 9�� 0.2��
中小企業対策費 1,693�� 1,695�� 1�� 0.1��
エネルギー対策費 8,329�� 8,111�� △�218�� △�2.6��
食料安定供給関係費 12,618�� 12,609�� △�9�� △�0.1��
その他の事項経費 57,403�� 68,543�� 1,140�� 2.0��
原油価格・物価高騰対策及び
賃上げ促進環境整備対応予備費 10,000�� － △�10,000�� －

予備費 10,000�� 10,000�� － －
合　　計 1,125,717�� 1,155,415�� 29,698�� 2.6��

（注）前年度予算額は、７年度概算額との比較対照のため、組替えをしてある。
（資料）同上

歳　　出 ６年度予算（当初） ７年度予算 増　減
一般歳出 677,764 682,452 +4,689
社会保障関係費 377,193 382,778 +5,585
社会保障関係費以外 290,571 299,674 +9,103
うち防衛力整備計画対象経費 77,249 84,748 +7,498
うち一般予備費 10,000 10,000 －

物価・賃上げ促進予備費 10,000 － ▲10,000
地方交付税交付金等 177,863 190,784 +12,921
国債費 270,090 282,179 +12,089
計 1,125,717 1,155,415 +29,698

歳　　入 ６年度予算（当初） ７年度予算 増　減
税収 696,080 784,400 +88,320
その他収入 75,147 84,525 +9,378
うち防衛力強化分 21,261 26,659 +5,398

公債金 354,490 286,490 ▲68,000
４条公債（建設公債） 65,790 67,910 +2,120
特例公債（赤字公債） 288,700 218,580 ▲70,120

計 1,125,717 1,155,415 +29,698
（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。
（資料）財務省「令和７年度予算政府案」より抜粋
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４
億
円
（
１・６
％
）
と
７
年
連
続

で
前
年
度
を
上
回
り
、
２
０
０
０

年
度
以
降
で
は
２
０
０
２
年
度
に

次
ぐ
水
準
で
あ
る
。
当
時
は
14
兆

円
を
超
え
る
財
源
不
足
に
対
す
る

総
額
確
保
で
あ
り
、
こ
れ
と
比
較

す
る
と
近
年
は
財
源
不
足
の
縮
小

と
交
付
税
総
額
の
増
加
の
両
立
が

実
現
し
て
い
る
。
交
付
税
の
代
替

財
源
で
あ
る
臨
時
財
政
対
策
債（
以

下
「
臨
財
債
」
と
呼
ぶ
）
は

２
０
０
１
年
度
の
制
度
発
足
以
来

初
の
発
行
額
ゼ
ロ
と
な
っ
た
。

⑵�　

財
源
不
足
と
地
財
対
策
―
４

年
連
続
で
縮
小
、
１
０
３
万
円

の
壁
引
き
上
げ
へ
の
対
策
は
な

し

　

図
表
３
は
過
去
10
年
間
の
財
源

不
足
額
と
地
財
対
策
の
内
容
で
あ

る
。

　

２
０
２
５
年
度
の
財
源
不
足
は

１
兆
９
２
９
億
円
（
▲
39
・
７
％
）

と
４
年
連
続
で
減
少
し
て
お
り
、

１
９
９
０
年
代
初
頭
以
来
最
小
を

更
新
し
た
。
財
源
不
足
を
国
と
地

方
で
折
半
し
て
負
担
す
る
い
わ
ゆ

る
「
折
半
ル
ー
ル
」
注
２ 

も
４
年
連

続
で
不
適
用
と
な
っ
た
。
な
お
、

２
０
２
１
年
度
の
10
兆
円
台
も
コ
ロ

ナ
禍
の
交
付
税
財
源
の
過
少
見
込

み
に
よ
る
も
の
で
、
実
質
的
に
は
縮

小
傾
向
が
継
続
し
て
い
る
。た
だ
し
、

過
去
の
地
財
対
策
に
よ
る
交
付
税

特
会
借
入
金
残
高
は
依
然
と
し
て

28
兆
円
程
度
残
っ
て
お
り
、
実
質

的
な
収
支
均
衡
で
は
な
い
こ
と
に

留
意
す
る
必
要
は
あ
る
。
そ
う
し

た
な
か
で
は
、
２
０
２
５
年
度
は
交

付
税
特
会
借
入
金
の
大
幅
な
繰
り

上
げ
償
還
を
行
っ
た
こ
と
か
ら
収

支
均
衡
に
向
け
て
大
き
く
進
展
し

た
こ
と
は
注
目
さ
れ
る
。

　

財
源
不
足
を
補
て
ん
す
る
地
財

対
策
は
、
以
下
の
通
り
で
従
来
に

比
べ
小
幅
か
つ
限
定
的
な
手
法
に

収
ま
っ
た
。

◆
既
往
法
定
分　

９
２
９
億
円

　

過
去
の
国
の
経
済
財
政
政
策
等

に
よ
り
生
じ
た
地
方
の
一
般
財
源
負

担
を
、
法
律
に
も
と
づ
き
国
の
一
般

会
計
か
ら
交
付
税
に
加
算
す
る
対

策
で
あ
る
。

◆
財
源
対
策
債　

７
、６
０
０
億
円

　

地
方
債
の
増
発
に
よ
る
財
源
対

策
の
一
つ
で
、
建
設
地
方
債
の
充
当

率
に
上
乗
せ
す
る
こ
と
で
相
当
額

の
一
般
財
源
負
担
を
軽
減
す
る
も
の

で
あ
る
。
な
お
、
金
額
は
４
年
連

続
で
同
額
と
な
っ
て
い
る
。

◆
臨
財
債　

ゼ
ロ

　

地
方
債
の
増
発
に
よ
る
財
源
対

策
の
一
つ
で
あ
る
が
、
既
述
の
通
り

大
幅
な
財
源
不
足
の
縮
小
に
よ
り

発
行
が
ゼ
ロ
と
な
っ
た
。

◆�

交
付
税
特
会
剰
余
金
活
用

　

４
０
０
億
円

　

交
付
税
特
会
借
入
金
利
払
い
費

の
予
算
不
用
額
を
活
用
す
る
も
の

で
あ
る
。

◆�

公
庫
債
権
金
利
変
動
準
備
金

　

２
、０
０
０
億
円

　

全
自
治
体
出
資
の
資
金
調
達
機

関
で
あ
る
地
方
公
共
団
体
金
融
機

構
が
、
前
身
の
地
方
公
営
企
業
金

融
公
庫
か
ら
引
き
継
い
だ
債
権
の

金
利
変
動
に
備
え
る
準
備
金
を
活

用
し
た
も
の
で
、
２
０
２
５
年
度
現

在
で
２
、０
０
０
億
円
の
活
用
残
が

あ
る
。

◆�

１
０
３
万
円
の
壁
の
引
き
上
げ

の
影
響
へ
の
対
策
な
し

　

政
府
税
制
改
正
大
綱
で
は
所
得

税
の
基
礎
控
除
お
よ
び
給
与
所
得

控
除
を
あ
わ
せ
て
１
０
３
万
円
か

ら
１
２
３
万
円
へ
と
引
き
上
げ
る
こ

と
が
明
記
さ
れ
た
。
こ
れ
に
と
も
な

い
所
得
税
の
交
付
税
法
定
率
分
の

影
響
は
０・２
兆
円
程
度
と
試
算
さ

れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
国
の
税
制
改

正
に
と
も
な
う
交
付
税
へ
の
影
響

に
つ
い
て
は
地
財
対
策
が
講
じ
ら
れ

る
べ
き
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
自
民
党

税
制
改
正
大
綱
で
は
今
回
の
基
礎

控
除
等
の
引
き
上
げ
が
あ
く
ま
で

物
価
調
整
に
よ
る
も
の
で
あ
る
と

し
て
、
特
段
の
財
源
確
保
は
講
じ

な
か
っ
た
。
そ
の
後
、
基
礎
控
除
の

１
６
０
万
円
へ
の
引
き
上
げ
に
よ

り
、
交
付
税
財
源
が
さ
ら
に
２
、

０
５
６
億
円
減
収
す
る
が
、
こ
れ
に

つ
い
て
は
既
述
の
交
付
税
特
会
借

入
金
償
還
の
減
額
で
対
応
す
る
。

3　

歳
入
歳
出
の
特
徴

　

図
表
４
（
収
支
の
概
要
）
を
参

照
し
な
が
ら
地
財
計
画
の
収
支
の

特
徴
に
つ
い
て
み
て
い
こ
う
。
主
な

特
徴
は
、
歳
入
で
は
賃
上
げ
や
物

価
高
の
効
果
に
よ
る
地
方
税
お
よ

び
交
付
税
財
源
の
大
幅
な
伸
び
が

み
ら
れ
、
そ
の
一
方
で
歳
出
で
は
給

報告／2025年度政府予算と地方財政計画について

注
２�　

法
律
に
も
と
づ
く
交
付
税
加
算
等
を
講
じ

て
も
、
な
お
も
財
源
不
足
が
解
消
し
な
い
場
合

に
、
総
務
・
財
務
両
大
臣
の
覚
書
に
も
と
づ
き
、

国
と
地
方
で
折
半
し
て
講
じ
る
財
源
対
策
。
国

は
一
般
会
計
加
算
、
地
方
は
臨
財
債
の
新
規
発

行
で
対
応
す
る

図表３　過去10年間の財源不足と地財対策の内容� （資料）各年度の地財計画より作成
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財源不足額



11 102025.4 自治研とやま 2025.4 自治研とやま

与
改
定
や
物
価
高
騰
対
策
な
ど
が

積
極
的
に
盛
り
込
ま
れ
、
石
破
内

閣
の
地
方
創
生
２・０
も
新
た
な
項

目
と
し
て
計
上
さ
れ
た
点
な
ど
で

あ
る
。

⑴　

歳
入

　

歳
入
に
つ
い
て
は
一
般
財
源
の
各

項
目
に
つ
い
て
み
て
い
こ
う
。

◆�

地
方
税　

45
兆
４
、４
９
３
億
円

（
６
・４
％
）

　

地
方
税
は
前
年
度
の
定
額
減
税

の
終
了
と
賃
上
げ
や
物
価
高
騰
な

ど
の
影
響
で
過
去
最
高
額
を
見
込

ん
で
お
り
、
伸
び
率
で
も
近
年
で

は
高
水
準
と
な
っ
た
。
税
目
別
で
は

全
般
的
に
前
年
度
を
上
回
っ
て
お

り
、
主
要
税
目
で
は
個
人
住
民
税

（
道
府
県
分
・
市
町
村
分
）
が
13
％

台
と
定
額
減
税
の
終
了
と
賃
上
げ

効
果
な
ど
で
大
き
く
伸
び
て
い
る
。

そ
の
他
で
は
法
人
事
業
税
、
固
定

資
産
税
、
地
方
消
費
税
な
ど
の
伸

び
幅
が
大
き
い
。
ま
た
、
伸
び
率

で
は
株
式
等
譲
渡
所
得
割
や
利
子

割
な
ど
の
金
融
所
得
課
税
関
連
が

目
立
っ
て
い
る
。

◆�

地
方
譲
与
税

　

２
兆
９
、６
６
１
億
円（
８
・７
％
）

　

地
方
譲
与
税
の
伸
び
は
、
例
年

と
同
様
に
特
別
法
人
事
業
譲
与
税

の
増
加
に
よ
り
過
去
最
高
額
と

な
っ
た
。
な
お
、
２
０
１
９
年
度
に

創
設
さ
れ
た
森
林
環
境
譲
与
税
は

当
初
６
０
０
億
円
の
歳
入
が
見
込

ま
れ
て
い
た
が
、
２
０
２
５
年
度
は

６
８
９
億
円
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。

◆
地
方
特
例
交
付
金
等

　

１
、９
３
６
億
円
（
▲
82
・
９
％
）

　

昨
年
度
の
定
額
減
税
の
地
方
税

減
収
分
を
補
て
ん
す
る
措
置
が
終

了
し
た
た
め
、
従
来
の
住
宅
ロ
ー
ン

減
税
の
減
収
補
て
ん
分
の
み
と
な

り
大
幅
に
減
少
し
た
。

◆
地
方
交
付
税

　

18
兆
９
、５
７
４
億
円（
１
・６
％
）

　

交
付
税
総
額
は
国
税
５
税
の
法

定
率
分
を
基
礎
と
し
て
、
さ
ま
ざ

ま
な
加
減
算
を
行
っ
た
上
で
最
終

的
な
所
要
額
を
確
保
し
て
い
る
。

図
表
５
は
総
額
確
保
の
全
体
像
で

あ
る
。

　

２
０
２
５
年
度
は
国
税
５
税
（
所

得
税
、
法
人
税
、
酒
税
、
消
費
税
、

地
方
法
人
税
）
の
法
定
率
分
が
大

幅
な
増
収
見
込
み
と
な
り
、
一
般
会

計
か
ら
交
付
税
特
会
へ
繰
り
入
れ

ら
れ
る
地
方
法
人
税
以
外
の
４
税

分
で
約
19
・
５
兆
円
、
交
付
税
特

会
に
直
入
さ
れ
る
地
方
法
人
税
は

約
２・２
兆
円
が
確
保
さ
れ
、
こ
れ

に
、
２
０
２
４
年
度
の
補
正
予
算
で

繰
り
越
さ
れ
た
交
付
税
財
源
約
０
・

７
億
円
な
ど
が
加
算
さ
れ
た
。

　
一
方
、
減
額
要
素
と
し
て
は
国
税

減
額
補
正
精
算
分
と
し
て
約
０
・

７
億
円
、
交
付
税
特
会
借
入
金
償

還
で
２・
８
兆
円
（
既
述
の
通
り
、

予
算
修
正
に
と
も
な
い
０・２
兆
円

減
額
）、
交
付
税
特
会
借
入
支
払
利

子
分
で
約
０・２
兆
円
が
差
し
引
か

れ
た
。
こ
の
う
ち
交
付
税
特
会
借

入
金
償
還
は
、
償
還
計
画
の
０
・

６
兆
円
に
加
え
２・２
兆
円
（
予
算

修
正
で
２・０
兆
円
に
減
額
）
の
繰

り
上
げ
償
還
を
行
っ
て
お
り
、
事

実
上
国
税
５
税
の
う
ち
地
方
法
人

税
分
を
返
済
に
回
し
た
こ
と
に
な

る
。

報告／2025年度政府予算と地方財政計画について

図表４　地財計画の歳入歳出の概要� （単位：兆円・％）図表５　交付税総額確保の全体像� （単位：億円）

法
定
率
分
の
内
訳

法定５税 法定率�% 2024 2025
前年度地財計画との比較
増減 伸び率

所得税 33.1 59,266 77,080 17,814 23.1%

法人税 33.1 56,422 63,701 7,279 11.4%

酒税 50.0 6,045 5,870 -175 -3.0%

消費税 19.5 46,455 48,571 2,116 4.4%

地方法人税 100.0 19,750 21,773 2,023 9.3%

（A）法定率分計 187,938 216,995 29,057 13.4%

�

（B）�

加
算
減
算
等

国税減額補正精算分等 -5,133 -7,303

法定加算（既往法定分） 3,488 929

交付税特別会計借入金償還 -5,000 -28,000

交付税特別会計借入金支払利子 -1,965 -2,270

交付税特別会計剰余金活用 500 400

公庫債権金利変動準備金活用 2,000 2,000

前年度からの繰越金 4,843 6,822

返還金 2

（C）交付税総額 186,671 189,574
（注）法定率分の合計は国税減額補正精算分などの控除前の単純計である
（資料）2025年度地財計画および政府予算資料より作成

区　　分 ７年度
Ａ

６年度
Ｂ

増減額�
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率�
Ｃ／Ｂ

歳　
　

入

地方税 45.4 42.7 2.70 6.4
地方譲与税 3.0 2.7 0.20 8.7
地方特例交付金等 0.2 1.1 ▲�0.90 ▲�82.9
地方交付税 19.0 18.7 0.30 1.6
国庫支出金 17.1 15.8 1.30 8.2
地方債 6.0 6.3 ▲�0.40 ▲�5.5
臨時財政対策債 0.0 0.5 ▲�0.50 皆減
臨時財政対策債以外 6.0 5.9 0.10 1.8
その他 6.4 6.3 0.10 2.0

計 97.0 93.6 3.40 3.6
一般財源 67.5 65.7 1.80 2.8
（交付団体ベース） 63.8 62.7 1.10 1.7

歳　
　

出

給与関係経費 21.0 20.2 0.70 3.7
退職手当以外 19.9 19.2 0.70 3.7
退職手当 1.1 1.1 0.00 4.0
一般行政経費 45.6 43.7 1.90 4.4
補助 26.6 25.1 1.40 5.7
単独 15.9 15.4 0.50 3.3
うちデジタル活用推進事業費（仮称） 0.1 0.0 0.10 皆増

国民健康保険・後期高齢者医療制度関係事業費 1.5 1.5 0.00 0.6
新しい地方経済・生活環境創生事業費（仮称） 1.2 1.3 ▲�0.10 ▲�4.0
うち　地方創生推進費 1.0 1.0 0.00 0.0
うち　地域デジタル社会推進費 0.2 0.25 ▲�0.05 ▲�20.0
地域社会再生事業費 0.4 0.4 0.00 0.0
公債費 10.7 10.9 ▲�0.20 ▲�1.5
維持補修費 1.6 1.5 0.00 1.0
うち　緊急浚渫推進事業費 0.1 0.1 0.00 0.0
投資的経費 12.1 12.0 0.10 1.0
直轄・補助 5.7 5.6 0.10 2.2
単独 6.4 6.4 0.00 0.0
うち　緊急防災・減災事業費 0.5 0.5 0.00 0.0
うち　公共施設等適正管理推進事業費 0.5 0.5 0.00 4.2
うち　緊急自然災害防止対策事業費 0.4 0.4 0.00 0.0
うち　脱炭素化推進事業費 0.1 0.1 0.00 0.0

公営企業繰出金 2.3 2.3 ▲�0.00 ▲�1.7
水準超経費 3.8 3.0 0.80 26.5

計 97.0 93.6 3.40 3.6
※精査中のものであり、今後、異動する場合がある。
※表示単位未満四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない場合がある。
（資料）前掲「地財計画」より抜粋
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に
と
も
な
う
地
方
負
担
分
の
反

映　

１
１
３
億
円

　

公
立
学
校
教
職
員
の
残
業
代
の

代
替
措
置
で
あ
る
教
職
調
整
額
は

文
科
省
と
財
務
省
で
引
き
上
げ
を

め
ぐ
る
折
衝
が
行
わ
れ
て
き
た
が
、

２
０
２
５
年
度
よ
り
段
階
的
に
現

行
の
４
％
か
ら
10
％
に
引
き
上
げ

る
こ
と
が
決
定
し
、
こ
れ
を
受
け
て

給
与
関
係
経
費
に
地
方
負
担
分

１
１
３
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

◆�

２
０
２
５
年
度
給
与
改
定
を
先
取

り
し
た
増
額　

２
、０
０
０
億
円

　

地
財
計
画
は
年
度
当
初
の
歳
出

見
通
し
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
給
与

改
定
な
ど
の
年
度
途
中
の
追
加
需

要
は
計
上
せ
ず
、
原
則
、
翌
年
度

の
地
財
計
画
に
反
映
す
る
こ
と
に

な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
こ
こ
２
年

ほ
ど
大
幅
な
プ
ラ
ス
の
給
与
改
定

が
行
わ
れ
、
２
０
２
５
年
度
も
同

様
の
改
定
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か

ら
、
こ
れ
を
勘
案
し
て
一
般
行
政
経

費
に
「
給
与
改
善
費
」
と
し
て
２
、

０
０
０
億
円
を
追
加
し
た
。
こ
う

し
た
年
度
途
中
の
追
加
需
要
を
見

⑵　

歳
出

　

歳
出
に
つ
い
て
主
な
事
業
ご
と
の

特
徴
を
み
て
い
こ
う
。

◆�
２
０
２
４
年
度
給
与
改
定
の
反

映　

７
、７
０
０
億
円

　

地
財
計
画
の
人
件
費
関
連
の
積

算
に
あ
た
っ
て
は
、
各
地
の
人
事
委

員
会
勧
告
の
給
与
改
定
が
反
映
さ

れ
る
。
２
０
２
４
年
秋
の
各
勧
告
で

は
国
の
人
事
委
員
会
勧
告
を
踏
ま

え
て
月
例
給
・
一
時
金
等
の
引
き
上

げ
が
勧
告
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
会

計
年
度
任
用
職
員
を
含
め
７
、７

０
０
億
円
の
増
額
分
が
計
上
さ
れ

た
。
こ
の
う
ち
一
般
職
員
等
の
６
、

２
５
０
億
円
は
給
与
関
係
経
費
に
、

会
計
年
度
任
用
職
員
の
１
、４

４
０
億
円
は
一
般
行
政
経
費
の
単
独

分
に
計
上
さ
れ
た
。
な
お
、
国
の

資
料
に
は
明
示
さ
れ
て
い
な
い
も
の

の
、
総
務
省
担
当
者
の
説
明
に
よ

れ
ば
、
公
営
企
業
繰
出
金
に
お
い

て
も
会
計
年
度
任
用
職
員
等
の
給

与
改
定
分
が
反
映
さ
れ
て
い
る
と

の
こ
と
で
あ
る
。

◆�

教
職
調
整
額
の
率
の
引
き
上
げ

越
し
た
経
費
算
入
は
非
常
に
珍
し

い
こ
と
で
あ
る
。
な
お
、
こ
の
２
、

０
０
０
億
円
は
一
般
職
員
等
や
会
計

年
度
任
用
職
員
の
双
方
の
改
定
見

込
み
が
含
ま
れ
て
い
る
。

◆
計
画
人
員
は
実
質
増

　

地
財
計
画
で
は
給
与
関
係
経
費

の
積
算
に
あ
た
り
、
財
源
保
障
の

対
象
と
な
る
計
画
人
員
を
設
定
し

て
い
る
。
総
数
は
約
２
３
２・７
万

人
と
７
年
ぶ
り
に
前
年
度
を
０
・

５
万
人
ほ
ど
下
回
っ
た
。
た
だ
し
、

こ
れ
は
定
年
引
き
上
げ
に
と
も
な

う
一
時
的
な
職
員
数
増
員
が
解
消
さ

れ
た
影
響
で
あ
り
、
実
質
的
に
は

引
き
続
き
増
員
を
見
込
ん
で
い
る
。

◆�

行
政
施
設
・
サ
ー
ビ
ス
の
物
価

高
騰
対
策　

１
、０
０
０
億
円

　

近
年
の
原
油
価
格
の
高
騰
や
人

件
費
の
上
昇
に
と
も
な
う
公
共
施

設
等
の
光
熱
費
の
上
昇
や
委
託
料

の
上
昇
な
ど
を
踏
ま
え
、
一
般
行
政

経
費
の
単
独
分
に
こ
れ
ら
の
上
昇

分
を
計
上
し
て
い
る
。
２
０
２
５
年

度
は
光
熱
費
高
騰
対
策
と
し
て
昨

年
度
に
引
き
続
き
４
０
０
億
円
を

計
上
す
る
と
と
も
に
、
ご
み
収
集

や
学
校
給
食
な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
委

託
料
と
し
て
前
年
度
か
ら
３
０
０

億
円
増
額
し
６
０
０
億
円
と
し
た
。

◆�

デ
ジ
タ
ル
活
用
推
進
事
業
費
の

新
設　

１
、０
０
０
億
円

　

国
は
現
在
自
治
体
お
よ
び
地
域

社
会
の
両
面
か
ら
デ
ジ
タ
ル
化
を

推
進
し
て
お
り
、
例
え
ば
自
治
体

で
は
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る
申
請
手
続

き
（
書
か
な
い
窓
口
）、
地
域
社
会

で
は
医
療
機
関
に
出
向
く
こ
と
の

な
い
オ
ン
ラ
イ
ン
診
療
な
ど
が
推
進

事
業
と
し
て
あ
げ
ら
れ
る
。
こ
れ

ら
に
要
す
る
情
報
機
器
購
入
な
ど

設
備
投
資
の
た
め
に
、
新
た
に
一
般

行
政
経
費
の
単
独
分
と
し
て
「
デ

ジ
タ
ル
活
用
推
進
事
業
費
」
を
創

設
し
、
各
種
設
備
投
資
の
90
％
に

地
方
債
（
デ
ジ
タ
ル
活
用
推
進
事

業
債
）
を
充
当
し
、
そ
の
元
利
償

還
金
の
50
％
を
交
付
税
措
置
す
る

こ
と
と
な
っ
た
。
期
間
は
５
年
間
で

通
常
の
適
債
事
業
（
い
わ
ゆ
る
地

方
財
政
法
第
５
条
）
以
外
の
特
例

債
の
扱
い
と
な
る
。

　

な
お
、
あ
く
ま
で
こ
れ
ら
の
財

源
対
策
は
初
期
費
用
部
分
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
今
後
、
一
連
の
デ
ジ
タ

ル
設
備
の
維
持
更
新
に
関
す
る
経

費
に
つ
い
て
も
地
財
計
画
に
盛
り

込
む
べ
き
で
あ
る
。

◆
緊
急
浚
渫
推
進
事
業
の
延
長

　

１
、１
０
０
億
円

　

河
川
の
防
災
事
業
の
一
環
と
し
て

２
０
２
０
年
度
よ
り
、
一
般
行
政
経

費
の
単
独
分
に
５
年
間
に
わ
た
る

緊
急
浚
渫
推
進
事
業
が
創
設
さ
れ
、

浚
渫
事
業
費
の
全
額
に
地
方
債（
緊

急
浚
渫
推
進
事
業
債
）
を
充
当
し
、

そ
の
元
利
償
還
金
の
70
％
が
交
付

税
措
置
さ
れ
る
手
厚
い
財
政
措
置

が
講
じ
ら
れ
て
き
た
。
２
０
２
５
年

度
以
降
、
こ
の
事
業
を
さ
ら
に
５

年
間
延
長
す
る
こ
と
と
な
り
、
新

た
な
対
象
事
業
と
し
て
農
業
用
排

水
路
の
浚
渫
を
追
加
す
る
こ
と
と

な
っ
た
。

◆�

石
破
内
閣
の
地
方
創
生
２・
０
関

連　

１
兆
２
、０
０
０
億
円

　

２
０
１
５
年
度
の
地
方
創
生
以

来
、
い
わ
ば
時
の
政
権
の
地
方
施

策
が
一
般
行
政
経
費
の
単
独
事
業

の
特
別
枠
と
し
て
計
上
さ
れ
て
き

た
。
昨
年
度
は
岸
田
内
閣
の
「
デ

ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想
事
業

費
」
と
し
て
１
兆
２
、５
０
０
億
円

が
計
上
さ
れ
た
が
、
石
破
内
閣
に

移
行
し
、
実
質
的
に
こ
の
枠
を
引

き
継
ぐ
形
で
「
新
し
い
地
方
経
済
・

生
活
環
境
創
生
事
業
費
」
が
創
設

さ
れ
た
。
そ
の
内
訳
は
従
来
の
項

目
が
存
置
さ
れ
「
地
方
創
生
推
進

費
」
１・０
兆
円
、「
地
域
デ
ジ
タ
ル

社
会
推
進
費
」
２
、０
０
０
億
円
が

引
き
継
が
れ
て
お
り
、
実
質
的
な

中
身
は
変
わ
ら
な
い
。

　

な
お
、
交
付
税
算
定
で
は
こ
れ

ら
の
特
別
枠
を
「
地
域
の
元
気
創

造
事
業
費
」「
人
口
減
少
等
特
別
対

策
事
業
費
」「
地
域
デ
ジ
タ
ル
社
会

推
進
費
」
で
引
き
続
き
算
定
す
る

が
、
地
方
創
生
２・０
の
方
向
に
あ

わ
せ
て
算
定
内
容
を
若
干
見
直
す

こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

◆�

投
資
的
経
費
に
お
け
る
各
種
事

業
の
拡
充

　

社
会
資
本
イ
ン
フ
ラ
や
公
共
施

報告／2025年度政府予算と地方財政計画について
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設
等
の
経
費
を
計
上
す
る
投
資
的

経
費
で
は
、
各
種
事
業
の
対
象
事

業
の
拡
大
や
事
業
期
間
の
延
長
な

ど
が
反
映
さ
れ
た
。

　

現
在
、
公
共
施
設
等
の
中
期
的

な
維
持
更
新
に
つ
い
て
は
、
各
自
治

体
で
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画

や
個
別
計
画
を
策
定
し
て
長
寿
命

化
や
機
能
転
換
、
複
合
化
や
集
約

化
な
ど
に
取
り
組
ん
で
お
り
、
こ

れ
ら
の
財
政
支
援
と
し
て
「
公
共

施
設
等
適
正
管
理
推
進
事
業
費
」

が
存
置
さ
れ
て
お
り
、
２
０
２
５
年

度
は
２
０
０
億
円
増
額
し
、
５
、０

０
０
億
円
と
な
っ
た
。
同
事
業
で
は

公
共
施
設
等
適
正
管
理
推
進
事
業

債
（
充
当
率
90
％
、
元
利
償
還
金

の
交
付
税
算
入
率
50
％
）
の
起
債

が
で
き
る
。
２
０
２
５
年
度
の
地
財

計
画
で
は
、
従
来
の
交
付
税
措
置

の
対
象
外
で
あ
っ
た
複
合
化
や
集

約
化
に
と
も
な
う
除
却
事
業
に
つ

い
て
、
複
合
化
や
集
約
化
し
た
施

設
の
共
用
開
始
後
５
年
以
内
を
条

件
に
除
却
事
業
の
起
債
元
利
償
還

金
に
つ
い
て
も
交
付
税
措
置
の
対

い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

◦�

一
般
財
源
総
額
実
質
同
水
準
ル
ー

ル
は
時
代
遅
れ
？

　

２
０
１
１
年
度
以
降
、
国
と
地

方
の
財
政
健
全
化
と
地
方
財
政
の

中
期
的
な
安
定
化
を
目
的
に
、
地

財
計
画
に
お
け
る
一
般
財
源
総
額

実
質
同
水
準
ル
ー
ル
が
継
続
さ
れ

て
き
た
。
こ
れ
は
国
の
経
済
財
政

運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
（
い
わ

ゆ
る
「
骨
太
の
方
針
」）
に
お
い
て

一
般
財
源
総
額
が
基
準
年
を
下
回

ら
な
い
よ
う
複
数
年
度
に
わ
た
り

確
保
す
る
ル
ー
ル
で
あ
り
、
３
年
ご

と
に
更
新
さ
れ
て
き
た
。も
ち
ろ
ん
、

「
実
質
」
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
国
の

さ
ま
ざ
ま
な
政
策
に
と
も
な
う
地

方
負
担
や
社
会
保
障
制
度
に
則
っ

た
経
費
増
な
ど
に
よ
り
、
総
額
は

年
々
引
き
上
げ
ら
れ
て
い
る
が
、
同

水
準
ル
ー
ル
が
地
方
全
体
の
財
源

保
障
枠
に
一
定
の
制
約
を
課
し
て
き

た
側
面
は
否
定
で
き
な
い
。し
か
し
、

イ
ン
フ
レ
基
調
が
顕
著
に
な
る
な
か

で
デ
フ
レ
時
代
の
ル
ー
ル
を
継
続
す

る
こ
と
は
財
源
保
障
の
実
質
的
な

象
と
な
っ
た
。

　

そ
の
ほ
か
「
緊
急
防
災
・
減
災

事
業
費
」
５
、０
０
０
億
円
に
つ
い

て
は
、緊
急
防
災・減
災
事
業
債
（
充

当
率
１
０
０
％
、
元
利
償
還
金
の

交
付
税
算
入
率
70
％
）
の
対
象
事

業
と
し
て
緊
急
消
防
援
助
隊
の
無

人
走
行
放
水
ロ
ボ
ッ
ト
や
移
動
式

燃
料
給
油
機
の
整
備
な
ど
が
追
加

さ
れ
た
。
ま
た
、「
緊
急
自
然
災
害

防
止
対
策
事
業
費
」
４
、０
０
０
億

円
に
つ
い
て
は
、
緊
急
自
然
災
害
防

止
対
策
事
業
債
（
充
当
率
１
０
０

％
、
元
利
償
還
金
の
交
付
税
算
入

率
70
％
）
の
対
象
事
業
と
し
て
積

雪
寒
冷
特
別
地
域
の
道
路
舗
装
の

基
層
お
よ
び
路
盤
整
備
事
業
を
加

え
た
。

◆�

地
域
の
人
材
確
保
、
過
疎
地
の

行
政
サ
ー
ビ
ス
維
持
対
策

　

地
方
創
生
以
来
、
地
域
活
性
化

等
の
人
材
確
保
な
ど
へ
の
財
政
措

置
が
講
じ
ら
れ
て
お
り
、
２
０
２
５

年
度
は
民
間
人
材
を
活
用
す
る「
地

域
活
性
化
起
業
人
」
や
「
地
域
お

こ
し
協
力
隊
」
の
受
け
入
れ
経
費

縮
小
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
。
む

し
ろ
国
地
方
を
通
じ
た
財
政
健
全

化
を
踏
ま
え
た
上
で
、
イ
ン
フ
レ
で

予
想
さ
れ
る
生
活
困
窮
者
対
策
や

人
口
減
少
社
会
に
お
け
る
生
活
圏

の
維
持
確
保
な
ど
、
自
治
体
の
裁

量
が
発
揮
さ
れ
る
べ
き
政
策
経
費

を
積
極
的
に
織
り
込
む
こ
と
が
求

め
ら
れ
る
。

◦�

１
０
３
万
円
の
壁
と
地
方
交
付
税

　

現
在
国
会
で
は
１
０
３
万
円
の

壁
を
め
ぐ
る
与
野
党
協
議
が
大
詰

め
に
き
て
い
る
。
政
府
税
制
改
正

大
綱
で
は
給
与
所
得
控
除
、
基
礎

控
除
の
引
き
上
げ
を
通
じ
て
所
得

税
が
発
生
す
る
水
準
を
１
０
３
万

円
超
か
ら
１
２
３
万
円
超
に
見
直

す
こ
と
が
明
記
さ
れ
た
。
与
党
の

実
質
的
な
交
渉
相
手
で
あ
る
国
民

民
主
党
の
主
張
は
、
現
行
の
控
除

額
が
設
け
ら
れ
た
１
９
９
５
年
か

ら
現
在
に
わ
た
る
物
価
上
昇
分
を

踏
ま
え
た
１
７
８
万
円
の
引
き
上

げ
で
あ
り
、
そ
の
場
合
、
国
と
地

方
そ
れ
ぞ
れ
で
４
兆
円
ず
つ
の
減

収
が
見
込
ま
れ
る
。

に
対
す
る
特
別
交
付
税
の
拡
充
な

ど
の
ほ
か
、
新
規
事
業
と
し
て
二
地

域
居
住
・
関
係
人
口
の
取
り
組
み

や
大
学
と
地
域
が
連
携
し
た
「
ふ

る
さ
と
ミ
ラ
イ
カ
レ
ッ
ジ
」
関
連
経

費
に
対
す
る
特
別
交
付
税
措
置
な

ど
が
創
設
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
過
疎
地
の
市
町
村
窓
口

が
縮
小
す
る
な
か
で
、
郵
便
局
が

窓
口
業
務
等
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
や

住
民
支
援
サ
ー
ビ
ス
を
代
行
す
る

委
託
費
に
つ
い
て
も
特
別
交
付
税

措
置
が
講
じ
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ

た
。結

び　

�

地
財
計
画
は
充
実
し

た
の
か

◦�

一
般
財
源
総
額
の
充
足
度
に
注
目

し
よ
う

　

２
０
２
５
年
度
の
地
財
計
画
は

過
去
最
大
あ
る
い
は
久
々
の
最
高

水
準
と
い
っ
た
要
素
が
多
く
み
ら

れ
た
。
そ
う
し
た
な
か
で
会
計
年

度
任
用
職
員
を
含
む
２
０
２
４
年

度
の
給
与
改
定
分
の
計
上
に
加
え
、

２
０
２
５
年
度
の
改
定
分
の
先
取

　

２
月
21
日
現
在
、
自
民
党
は
所

得
制
限
付
き
で
１
６
０
万
円
ま
で

控
除
を
引
き
上
げ
る
案
を
提
示
し

て
い
る
が
、
国
民
民
主
党
だ
け
で
な

く
、
公
明
党
も
難
色
を
示
し
て
お

り
そ
の
決
着
は
不
透
明
で
あ
る
。

　

い
ず
れ
に
し
て
も
、
昨
年
か
ら

続
く
「
１
０
３
万
円
の
壁
」
を
め

ぐ
る
与
野
党
の
議
論
で
は
、
地
方

財
政
へ
の
影
響
へ
の
関
心
が
極
め
て

薄
い
印
象
を
受
け
る
。
２
０
２
５

年
度
の
地
財
計
画
で
は
交
付
税
へ

の
２
、０
０
０
億
円
の
影
響
は
物
価

上
昇
見
合
い
と
し
て
財
源
対
策
が

行
わ
れ
な
か
っ
た
が
、
そ
も
そ
も
所

得
税
の
法
定
率
分
は
「
地
方
固
有

の
財
源
」
で
あ
り
、「
手
取
り
を
増

や
す
」
と
い
っ
た
議
論
で
控
除
額
を

引
き
上
げ
る
こ
と
は
、
こ
う
し
た
地

方
固
有
財
源
を
毀
損
し
て
い
る
こ

と
に
な
る
。
こ
の
こ
と
を
与
野
党
関

係
者
は
十
分
認
識
す
る
必
要
が
あ

る
。
こ
れ
以
上
の
壁
の
引
き
上
げ
に

つ
い
て
は
法
定
率
の
引
き
上
げ
な
ど

交
付
税
財
源
を
恒
久
的
に
確
保
す

る
対
策
を
あ
わ
せ
て
議
論
す
べ
き

り
、
物
価
高
騰
対
策
に
お
け
る
委

託
料
の
引
き
上
げ
な
ど
、
必
要
な

経
費
を
積
極
的
に
盛
り
込
ん
だ
こ

と
は
評
価
で
き
る
。
行
政
サ
ー
ビ
ス

に
お
け
る
人
手
不
足
が
年
々
深
刻

と
な
る
な
か
で
、
各
自
治
体
が
新

年
度
の
予
算
に
お
い
て
ど
こ
ま
で
人

へ
の
投
資
に
踏
み
込
め
る
か
が
注
目

さ
れ
る
。

　

た
だ
し
、
地
財
計
画
全
体
の
上

げ
潮
感
は
一
連
の
物
価
高
騰
と
こ
れ

に
と
も
な
う
賃
上
げ
や
企
業
収
益

の
上
昇
な
ど
が
名
目
値
で
底
上
げ

し
て
い
る
面
が
あ
り
、
一
般
財
源
総

額
の
拡
大
な
ど
が
各
自
治
体
の
政

策
展
開
に
十
分
な
水
準
と
な
っ
て

い
る
か
ど
う
か
は
慎
重
に
評
価
す

る
必
要
が
あ
る
。
自
治
体
関
係
者

は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
交
付
税
交
付
額

が
確
定
す
る
７
月
頃
の
一
般
財
源
総

額
の
状
況
を
検
証
し
、
昨
年
度
に

比
べ
て
十
分
な
一
般
財
源
総
額
の
伸

び
が
得
ら
れ
な
い
よ
う
で
あ
れ
ば
、

地
方
交
付
税
法
や
地
方
自
治
法
の

規
定
を
活
用
し
て
、
国
に
さ
ら
な

る
一
般
財
源
総
額
の
確
保
を
求
め
て

で
あ
る
。

　

そ
の
ほ
か
に
も
新
年
度
予
算
案

成
立
に
向
け
て
、
高
校
授
業
料
の

無
償
化
、
学
校
給
食
費
の
無
償
化

な
ど
の
協
議
も
並
行
し
て
行
わ
れ

て
い
る
が
、
い
ず
れ
も
地
方
行
財
政

と
表
裏
一
体
の
政
策
で
あ
る
。
夏
の

参
議
院
選
挙
へ
向
け
て
与
野
党
が

功
を
争
う
あ
ま
り
に
、
地
方
自
治

体
へ
の
影
響
が
埒
外
と
な
る
よ
う

な
協
議
は
厳
に
慎
ん
で
も
ら
い
た

い
。

【
参
考
文
献
】

• 

生
活
経
済
政
策
研
究
所
『
生
活
経
済
政
策
』

２
０
２
５
年
２
月
号

• 

拙
著
「
２
０
２
５
年
度
地
方
財
政
計
画
と
地

方
財
政
―
規
模
拡
大
と
財
政
健
全
化
の
両
立
」

『
月
刊
自
治
研
』
２
０
２
５
年
２
月
号

• 

拙
著
「
２
０
２
５
年
度
地
方
財
政
計
画
に
つ

い
て
」『
自
治
総
研
』
２
０
２
５
年
３
月
号
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富
山
県
小
水
力
発
電

導
入
可
能
性
調
査
の

結
果
に
つ
い
て

報
告
／
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
第
29
回
委
員
会
：
２
０
２
４
年
８
月
28
日

　

今
、
地
球
温
暖
化
対
策
と
し
て
、

県
民
の
皆
様
の
暮
ら
し
や
、
社
会

や
産
業
の
活
動
の
中
で
日
々
排
出

さ
れ
る
温
室
効
果
ガ
ス
を
減
ら
し

て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ

れ
で
、
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
目
指
し
て
い
く
の

が
世
界
の
目
標
で
あ
り
、
富
山
県

の
目
標
で
も
あ
り
ま
す
。
こ
れ
を

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
推
進
課
の

命
題
と
し
て
日
々
業
務
に
取
り
組

ん
で
お
り
、
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
目
指
す
シ
ナ
リ
オ

の
中
で
、
化
石
燃
料
由
来
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
を
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
変

え
て
い
く
と
い
う
と
こ
ろ
は
ど
う
し

て
も
必
要
で
す
。再
エ
ネ
の
中
で
も
、

富
山
県
の
地
理
的
な
特
徴
が
生
か

さ
れ
る
小
水
力
発
電
に
つ
い
て
特
に

注
目
し
て
お
り
、
２
０
２
３
年
度
に

県
と
し
て
有
望
地
点
の
調
査
を
実

施
し
、
２
０
２
４
年
の
５
月
に
結
果

を
公
表
し
ま
し
た
。
本
日
は
、
こ
の

内
容
に
つ
い
て
説
明
さ
せ
て
い
た
だ

き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

ま
ず
、
背
景
か
ら
入
っ
て
い
き
ま

す
。

　

図
表
１
は
富
山
県
と
水
力
発
電

と
い
う
こ
と
で
、
都
道
府
県
別
の

開
発
済
み
の
水
力
発
電
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
量
の
グ
ラ
フ
に
な
っ
て
お
り
、

富
山
県
は
、
そ
の
中
で
も
第
１
位

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

な
ぜ
か
と
言
い
ま
す
と
、
黒
部

川
に
関
西
電
力
の
黒
四
で
の
発
電

所
や
、
北
陸
電
力
の
有
峰
第
一
発
電

所
な
ど
大
規
模
な
水
力
発
電
所
が

幾
つ
も
あ
る
の
が
富
山
県
の
状
況

に
な
っ
て
お
り
、
２
位
が
長
野
県
、

３
位
が
岐
阜
県
、
４
位
が
新
潟
県

で
す
。

　

な
ぜ
１
位
な
の
か
は
、
富
山
県

の
地
理
的
特
徴
で
あ
る
急
峻
な
地

形
と
い
う
と
こ
ろ
に
あ
り
ま
す
。

　

富
山
県
は
、
川
が
海
に
た
ど
り

着
く
所
ま
で
、
流
速
を
保
っ
て
流
れ

込
ん
で
い
る
状
況
と
な
っ
て
お
り
、

か
の
ヨ
ハ
ネ
ス・デ・レ
ー
ケ
は
、「
こ

れ
は
川
で
は
な
い
、
滝
だ
」
と
言
っ

た
そ
う
で
す
（
図
表
２
）。

　

こ
う
し
て
グ
ラ
フ
で
見
て
み
ま

す
と
、
河
川
の
傾
斜
と
い
う
の
は
富

山
県
が
す
ご
く
急
な
河
川
が
集

ま
っ
て
お
り
、
日
本
や
世
界
で
見
て

も
、
と
ん
で
も
な
く
急
と
い
う
こ
と

が
分
か
る
と
思
い
ま
す
。

　

富
山
県
に
は
１
９
０
か
所
の
水

力
発
電
所
が
あ
り
ま
す
が
、
再
エ

ネ
発
電
量
を
合
計
し
、
県
内
の
電

力
消
費
量
と
比
べ
て
み
る
と
、
太

陽
光
や
風
力
、
バ
イ
オ
マ
ス
な
ど
と

足
す
と
、
県
内
の
電
力
消
費
量
よ

り
も
多
く
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
生
み
出
し
て
い
ま
す
。

報告／富山県小水力発電導入可能性調査の結果について

図表１　都道府県別水力エネルギー量（既開発）

図表２　河川縦断概略図

【黒部川第四発電所】
（関西電力）
営業運転開始：S36.1
最大出力：337,000kW

「これは川ではない、滝だ」

明治時代、ヨハネス・デ・レーケ

【有峰第一発電所】
（北陸電力）
営業運転開始：S56.7
最大出力：265,000kW

富
山
県
知
事
政
策
局

成
長
戦
略
室

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
推
進
課

主
任飯

野　

弘
奈
さ
ん
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図
表
３
の
グ
ラ
フ
を
見
る
限
り
、

富
山
県
は
既
に
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
で
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
で
は
な
い
か

と
言
い
た
い
と
こ
ろ
で
す
が
、
実
態

は
関
西
電
力
の
黒
四
な
ど
も
含
め
、

県
外
に
流
れ
て
い
く
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

量
と
い
う
の
が
半
分
ぐ
ら
い
あ
り

ま
す
の
で
、
あ
く
ま
で
参
考
デ
ー
タ

と
な
り
ま
す
。

　

県
内
で
使
用
し
て
い
る
電
力
を

再
エ
ネ
由
来
に
変
え
て
い
く
と
い
う

こ
と
は
、
今
後
や
は
り
必
要
で
あ

る
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

県
で
は
、
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
目
指
す
た
め
に
、

２
０
２
３
年
３
月
に
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
戦
略
と
い
う
も
の
を

策
定
し
、
目
標
や
施
策
の
方
向
性

を
定
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

再
エ
ネ
の
導
入
に
つ
い
て
も
数
字

で
目
標
を
設
定
し
て
お
り
、
水
力

を
増
や
し
ま
す
。
例
え
ば
既
存
の

発
電
所
の
リ
プ
レ
ー
ス
、
更
新
の
タ

イ
ミ
ン
グ
で
能
力
を
増
強
す
る
と

か
、
中
小
水
力
発
電
に
つ
い
て
は
、

新
規
開
発
を
し
て
い
き
ま
す
。
そ

れ
で
プ
ラ
ス
を
積
み
上
げ
、
目
標

達
成
に
向
け
て
努
力
し
て
い
ま
す

（
図
表
４
）。

　

こ
こ
で
水
力
発
電
の
適
地
を
知

る
と
い
う
こ
と
で
、
図
表
５
で
必
要

な
基
礎
知
識
と
い
う
の
を
紹
介
し

ま
す
。

　

水
力
発
電
の
仕
組
み
で
す
が
、

至
っ
て
シ
ン
プ
ル
で
す
。
水
を
取
っ

て
き
て
、
高
い
所
か
ら
落
と
す
。
そ

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
電
気
に
変
え
る
。

使
っ
た
水
は
戻
す
と
い
う
形
に
な

り
ま
す
。

　

構
成
す
る
設
備
は
、
河
川
な
ど

か
ら
水
を
取
る
取
水
設
備
で
す
。

取
る
水
の
量
を
調
節
し
た
り
、
洪

水
時
に
止
め
た
り
と
い
う
施
設
が

あ
り
ま
す
。
次
に
、
沈
砂
池
な
ど

の
排
砂
施
設
。
水
の
中
に
あ
る
土

砂
や
ゴ
ミ
を
除
去
し
ま
す
。
次
に
、

水
を
引
っ
張
っ
て
く
る
導
水
路
。
一

回
水
を
溜
め
て
お
く
ヘ
ッ
ド
タ
ン

ク
。
こ
の
ヘ
ッ
ド
タ
ン
ク
を
設
け
る

こ
と
に
よ
っ
て
発
電
所
に
水
を
安

定
的
に
供
給
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。
こ
こ
で
、
取
水
流
量
の
変
化

報告／富山県小水力発電導入可能性調査の結果について

図表３　2021年度の県内の再生可能エネルギー由来の発電電力量

図表４　再生可能エネルギー導入目標

図表５　水力発電の仕組み

2021年度の県内の再生可能エネルギー由来の発電電力量は、 
2019年度の県内の電力消費量を上回る

※県内で発電した再生可能エネルギー由来の電気は県外にも供給されているため、
　県内の消費電力の全てが再生可能エネルギー由来とは限らないことに留意出典：中水力発電の導入促進に向けた手引き（資源エネルギー庁  2024.2）

再生可能エネルギー導入目標［富山県カーボンニュートラル戦略]

再生可能エネルギー電力　   2030年度に+846GWh 導入（2020年導入）
再生可能エネルギー熱利用　さらなる導入拡大

中期目標③ 
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を
吸
収
し
ま
す
。
次
に
、
水
圧
管

路
を
通
し
て
発
電
建
屋
に
持
っ
て
い

き
、
水
車
、
発
電
機
で
発
電
し
て
、

変
電
設
備
も
こ
こ
に
置
き
ま
す
。

最
後
に
、
水
を
戻
す
放
水
路
。
こ

れ
が
基
本
の
構
成
に
な
り
ま
す
。

水
力
発
電
で
得
ら
れ
る
エ
ネ
ル

ギ
ー
は
、
水
の
量
と
落
差
で
決
ま

り
ま
す
。
発
電
電
力
は
有
効
落
差

×
流
量
×
係
数
と
な
り
ま
す
。
簡

単
に
言
う
と
、
流
量
（
水
の
量
）

と
落
差
が
あ
れ
ば
、
ど
こ
で
も
発

電
で
き
る
と
解
釈
し
て
く
だ
さ
い
。

　

２
０
２
３
年
度
に
県
が
実
施
し

ま
し
た
導
入
可
能
性
調
査
の
結
果
、

有
望
地
点
と
し
て
は
、
河
川
４
か

所
、
農
業
用
水
で
７
か
所
、
上
下

水
道
で
５
か
所
、
計
16
地
点
と
な

り
ま
し
た
（
図
表
６
）。

　

し
か
し
、
河
川
管
理
者
と
か
自

治
体
あ
る
い
は
農
業
用
水
管
理
者

自
身
が
事
業
主
体
と
な
っ
て
開
発

と
い
う
と
こ
ろ
で
は
、
採
算
性
な
ど

の
観
点
か
ら
問
題
点
が
残
っ
て
い
る

と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

そ
こ
を
民
間
参
入
し
て
も
ら
う

４
か
所
に
絞
り
ま
し
た
。

　

１
点
目
が
尾
ノ
沼
谷
川
と
い
う

所
で
す
が
、
流
量
が
０・
８
ト
ン
、

落
差
が
90
メ
ー
ト
ル
と
い
う
と
こ
ろ

で
、
か
な
り
落
差
を
取
れ
る
場
所

に
な
り
ま
す
。
こ
の
場
合
は
、
水

管
を
４
４
０
メ
ー
ト
ル
引
っ
張
っ

て
、
工
事
費
は
、
２
億
４
、５
０
０

万
円
に
な
り
ま
す
。
売
電
収
入
な

ど
で
割
り
算
し
、
13
年
、
14
年
で

回
収
で
き
る
と
い
う
机
上
計
算
の

結
果
に
は
な
っ
て
お
り
ま
す
。た
だ
、

こ
こ
は
鉄
砲
水
が
結
構
多
い
と
い

う
話
を
聞
い
て
お
り
、
土
地
改
良

区
さ
ん
も
、
こ
こ
の
用
水
に
つ
い
て

は
限
定
的
な
期
間
で
し
か
利
用
が

で
き
な
い
と
い
う
こ
と
を
言
っ
て
お

ら
れ
、
そ
の
辺
り
を
ど
う
ク
リ
ア

す
る
の
か
と
い
う
と
こ
ろ
が
、
こ
の

場
所
の
事
業
化
の
課
題
に
な
る
か

と
思
っ
て
お
り
ま
す
。

　

２
点
目
が
、
富
山
市
八
尾
の
久

婦
須
川
で
、
流
量
が
２・
９
ト
ン
、

落
差
が
30
メ
ー
ト
ル
、
水
管
が
１
・

２
キ
ロ
、
流
量
は
取
れ
ま
す
が
、
距

離
を
結
構
長
く
引
く
必
要
が
あ
る

と
い
う
形
で
、
参
入
の
幅
を
広
げ
、

ス
キ
ー
ム
の
工
夫
な
ど
事
業
化
に

向
け
て
何
か
良
い
解
決
策
を
見
つ

け
ら
れ
な
い
か
模
索
し
て
い
き
た
い

と
考
え
て
お
り
ま
す
。
で
す
の
で
、

公
表
と
同
時
に
、
県
庁
の
ほ
う
に

「
小
水
力
発
電
導
入
サ
ポ
ー
ト
窓

口
」
と
い
う
の
を
設
け
さ
せ
て
い
た

だ
き
、
こ
の
調
査
結
果
の
詳
細
情

報
の
共
有
や
関
係
部
局
へ
の
顔
つ
な

ぎ
な
ど
、
何
で
も
サ
ポ
ー
ト
を
実

施
で
き
る
体
制
を
今
準
備
し
て
い

る
と
こ
ろ
で
す
（
図
表
７
）。

　

こ
の
調
査
、
ど
の
よ
う
に
調
べ
た

か
と
い
う
と
、
河
川
に
つ
い
て
は
環

境
省
の
シ
ス
テ
ム
で「
Ｒ
Ｅ
Ｐ
Ｏ
Ｓ
」

と
い
う
の
が
あ
り
、
ど
の
地
域
に
ど

う
い
う
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
が
あ
る
か
な

ど
の
デ
ー
タ
を
得
る
こ
と
が
で
き
る

も
の
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

現
地
を
見
に
行
き
、
ヒ
ア
リ
ン

グ
な
ど
を
行
い
、
開
発
条
件
、
流

量
と
か
落
差
、
利
水
、
イ
ン
フ
ラ
の

整
備
状
況
と
い
う
の
を
確
認
し
て

大
き
な
支
障
が
あ
る
か
な
い
か
と

い
う
の
を
見
て
、
２
２
３
か
所
か
ら

た
め
、
水
管
の
距
離
で
工
事
費
が

６
億
９
、２
０
０
万
円
と
な
り
、
回

収
年
数
は
18
年
と
い
う
形
に
な
っ

て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
工
事
の
際
に
道
路
が

桐
谷
集
落
に
抜
け
て
い
く
た
め
、

住
民
の
迷
惑
に
な
ら
な
い
か
。
そ

も
そ
も
県
道
の
工
事
の
許
可
が
出

る
の
か
と
い
う
と
こ
ろ
が
一
つ
課
題

に
な
り
ま
す
。

　

３
地
点
目
が
別
荘
川
に
な
り
ま

す
。
小
井
波
と
い
う
場
所
で
す
が
、

流
量
が
０・２
ト
ン
、
落
差
が
１
３

０
メ
ー
ト
ル
、
こ
れ
は
落
差
が
か
な

り
あ
り
ま
す
。
水
管
は
２
、１
３
０

メ
ー
ト
ル
で
、
距
離
を
長
く
取
る
必

要
は
あ
り
ま
す
が
落
差
が
取
れ
、

工
事
費
が
２
億
４
、８
０
０
万
円
、

回
収
年
数
が
17
年
と
い
う
形
で
出

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

有
望
地
点
と
し
て
公
表
し
た
後

に
聞
い
た
話
で
す
が
、
安
全
面
の
と

こ
ろ
か
ら
な
か
な
か
難
し
い
と
い
う

話
が
あ
り
、
適
地
と
し
て
発
表
は

し
ま
し
た
が
、
今
の
と
こ
ろ
実
現
性

は
低
い
と
思
い
ま
す
。

図表６　富山県小水力発電導入可能性調査の結果図表７　導入可能性調査の結果（河川）

導入可能性調査結果等を踏まえ
民間事業者の参入が見込める

「有望地点」として16地点を公表

１ 方法
①環境省REPOSにて、ポテンシャルを有する地点をリスト化
②既に開発済みの箇所、150kW未満の箇所を除外　⇒223か所抽出

（内訳）
　河川：４、農業用水：７、
　上下水道：５

REPOS ポテンシャル（既開発＋未開発） 未開発＋構造物

◦ 参入を検討される民間事業者向け
「小水力発電導入サポート窓口」

　を設置
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４
地
点
目
が
湯
谷
川
に
な
り
ま

す
。
こ
ち
ら
は
南
砺
市
の
相
倉
と

か
菅
沼
の
合
掌
造
り
の
集
落
の
近

く
の
谷
で
、
流
量
が
０・
６
ト
ン
、

落
差
が
90
メ
ー
ト
ル
、
水
管
が
１
・

８
キ
ロ
と
い
う
こ
と
で
、
ま
ず
ま
ず

落
差
が
取
れ
、
工
事
費
が

３
億
９
、８
０
０
万
円
、
回
収
年
数

が
17
年
と
い
う
場
所
に
な
り
ま
す
。

　

河
川
の
有
望
地
点
を
４
か
所
説

明
し
ま
し
た
が
、
事
業
化
に
向
け

た
一
連
の
流
れ
の
う
ち
の
、
ご
く
一

部
の
入
り
口
の
と
こ
ろ
に
な
り
ま

す
。

　

一
般
的
な
ハ
ー
ド
ル
と
な
っ
て
く

る
の
が
、
ま
ず
土
地
の
所
有
者
は

誰
か
と
い
う
と
こ
ろ
で
あ
り
、
土
地

の
登
記
簿
謄
本
を
調
べ
た
と
き
に
、

情
報
が
混
乱
し
て
分
か
ら
な
い

ケ
ー
ス
も
あ
り
、
事
業
を
進
め
る

壁
に
な
り
ま
す
。

　

そ
れ
か
ら
、
採
算
性
評
価
を
し

な
が
ら
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
（
関
係

者
）
と
の
協
議
と
い
う
の
も
進
め
て

い
き
ま
す
が
、
地
元
住
民
の
理
解

は
必
ず
必
要
で
す
。
ほ
か
に
も
１

う
溢
水
対
策
と
い
う
の
も
重
要
に

な
っ
て
き
ま
す
。
ほ
か
に
も
、
黒
部

川
左
岸
土
地
改
良
区
、
愛
本
新
用

水
土
地
改
良
区
、
朝
日
町
土
地
改

良
区
、
滑
川
中
部
土
地
改
良
区
、

魚
津
市
土
地
改
良
区
が
候
補
に
上

が
っ
て
お
り
、
適
地
が
あ
れ
ば
や
っ

て
も
よ
い
と
い
っ
た
所
を
集
め
さ
せ

て
い
た
だ
い
て
お
り
、
こ
う
い
っ
た

適
地
に
関
し
て
意
欲
的
な
民
間
事

業
者
の
方
か
ら
、
興
味
が
あ
り
ま

す
と
い
う
こ
と
で
、
複
数
お
声
が

け
を
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。

　

そ
う
い
っ
た
所
を
つ
な
い
で
、

マ
ッ
チ
ン
グ
し
て
い
く
と
い
う
と
こ

ろ
が
当
課
の
役
割
で
す
の
で
、
近
い

う
ち
に
、
マ
ッ
チ
ン
グ
会
、
勉
強
会

も
進
め
て
い
き
た
い
と
考
え
て
お
り

ま
す
。

　

最
後
の
図
表
９
で
、
上
下
水
道

は
５
か
所
あ
り
ま
す
が
、
農
業
用

水
と
同
じ
よ
う
に
施
設
管
理
者
の

方
に
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
行
い
、
そ

の
中
で
民
間
企
業
の
参
入
に
も
興

味
が
あ
る
と
言
っ
て
い
た
だ
け
た
所

か
ら
適
地
を
探
し
て
い
ま
す
。

年
間
ぐ
ら
い
は
流
況
観
測
、
自
然

環
境
へ
の
影
響
調
査
と
い
う
の
も

必
要
に
応
じ
て
行
う
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　

次
が
農
業
用
水
路
で
す
。
農
業

用
水
路
に
つ
い
て
は
、
発
電
事
業
を

既
に
実
施
し
て
い
る
土
地
改
良
区

を
抽
出
し
、
民
間
参
入
に
関
心
が

あ
る
意
向
を
示
さ
れ
た
土
地
改
良

区
に
対
し
ヒ
ア
リ
ン
グ
や
現
地
調

査
な
ど
を
実
施
し
て
、
地
点
を
選

定
し
ま
し
た
（
図
表
８
）。

　

ま
ず
、
庄
川
上
流
用
水
土
地
改

良
区
で
す
。
南
砺
市
と
砺
波
市
の

境
辺
り
に
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
土
地
改
良
区
で
は
、
二
万

石
用
水
幹
線
水
路
と
い
う
所
で
、

水
量
が
と
て
も
豊
富
で
３・６
ト
ン
。

８
メ
ー
ト
ル
落
差
で
計
算
す
る
と
、

１
８
０
キ
ロ
ワ
ッ
ト
ぐ
ら
い
は
出
せ

る
の
で
は
な
い
か
と
い
う
規
模
の
大

き
い
案
件
に
な
り
ま
す
が
、
流
量

が
あ
る
分
ご
み
の
対
策
が
必
要
に

な
り
ま
す
。
あ
と
、
周
辺
に
住
宅

街
も
あ
り
ま
す
の
で
、
そ
う
い
っ
た

場
所
に
水
が
あ
ふ
れ
な
い
か
と
い

　

想
定
さ
れ
た
の
が
、
こ
の
流
量
と

落
差
か
ら
い
く
と
10
キ
ロ
か
ら
20

キ
ロ
ワ
ッ
ト
程
度
の
マ
イ
ク
ロ
発
電

に
な
っ
て
く
る
訳
で
す
が
、
そ
う

い
っ
た
規
模
で
も
機
械
の
規
模
感

を
選
べ
ば
採
算
が
取
れ
る
よ
う
な

話
が
出
る
の
で
は
な
い
か
と
い
う
こ

と
で
、
公
表
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
お

り
ま
す
。

　

施
設
管
理
の
都
合
上
、
詳
細
に

つ
い
て
は
非
公
表
に
さ
れ
て
い
ま
す

の
で
、
興
味
が
あ
る
よ
と
い
う
事
業

者
と
管
理
者
と
を
つ
な
ぐ
活
動
を

行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

私
か
ら
の
説
明
は
以
上
に
な
り

ま
す
。
御
清
聴
、
あ
り
が
と
う
ご

ざ
い
ま
し
た
。

図表８　導入可能性調査の結果（農業用水路）図表９　導入可能性調査の結果（上下水道）

１ 方法
①発電事業を実施している土地改良区などを抽出
②民間参入に関心があるとの意向を示した土地改良区に対して
　ヒアリングや現地調査等を実施
　（ 水量、落差等のデータの確認、そのほか、現場付近に送配電線整備あること等を確認）

　過年度の調査結果等についても活用し、地点を選定。

１ 方法

　県内の上下水道事業者等に

アンケート調査を実施し、

　公表の趣旨及び現地調査へ

の協力が得られ、

　かつ、導入ポテンシャルが

数 kw 以上の地点を選定

２ 結果

　右表のとおり

『民間事業者が事業主体となるスキームでも問題ないよ』
『自ら主体となり発電所を作るのは費用・運営面で厳しい。
これからやるなら民間参入が良いな』

『（使用料など）土地改良区の収益になれば、維持修繕費
に充てたり、組合員の費用負担軽減につなげたい』


